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　抄　録
目的：子宮頸癌検診受診率の向上を目指した施策策定の資料として，大学生の子宮頸癌検診に関する認識を明ら
かにすることを目的として，human papillomavirus（HPV）と子宮頸癌との関連性について大学生の理解度を調査
した．
方法：対象は国際医療福祉大学 福岡保健医療学部に平成 26年度に在籍した全学生とし，自記式集合調査を行っ
た．
結果：男女共通質問の結果より，HPVと子宮頸癌との関連性，検診やワクチンについての理解度が低く，特に
医学検査学科以外の学科で理解度が顕著に低いことが明らかとなった．また，女性のみの質問の結果では全学科
で子宮頸癌検診の内容やクーポン券について知らない学生が多いことが明らかとなった．
結論：本調査より，国際医療福祉大学 福岡保健医療学部に在籍する学生の HPVおよび子宮頸癌検診に関する知
識および関心が非常に低いことが明らかとなった．学科による差異はあるものの，全学科の知識および関心をさ
らに高めるために，学生を対象とした講義や講演会を行っていく必要がある．
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A survey of cervical cancer awareness in university students

TOMIYASU Satoshi, SATO Shinya, MORIYAMA Ryota and OTA Yoshitaka

　Abstract

Objectives: This study aimed to clarify the perception of cervical cancer screening in university students to formulate 
measures for improving the reception rate of cervical cancer screening examination. Therefore, we investigated the 
comprehension of university students of the relationship between human papillomavirus (HPV) and cervical cancer.
Methods: The subjects were 804 students of FY2014 in the School of Health Sciences at Fukuoka, International University 
of Health and Welfare. The survey was conducted using questionnaire forms.
Results: Based on the results of the questionnaires asked of men and women, comprehension of the relationship between 
HPV and cervical cancer, screening, and vaccine was found to be low. Particularly, the comprehension was remarkably low 
in departments other than Medical Technology and Sciences. In addition, the results from the questions asked of only females 
revealed that many subjects in all departments had a low awareness of cervical cancer screening and had not known about 
the coupon tickets (free coupons available for cervical cancer screening) or the contents of the examination.
Conclusions: This survey revealed that knowledge and interest concerning HPV and cervical cancer screening are very low 
in students in the School of Health Sciences at Fukuoka, International University of Health and Welfare. Despite the 
interdepartmental differences, it is necessary to provide lectures and seminars for all students to increase knowledge and 
interest across all departments.
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Ⅰ．はじめに

　現在，本邦における子宮頸癌の罹患率は，子宮癌全

体の約 7割を占めており，年間に約 12,000人が罹患し，

約 3,500人が死亡している 1）．発症のピークは 40年

前の 70歳代から 30歳代と推移しており，現在では

20～ 30歳代において増加の傾向を辿っている 1）．近

年，子宮頸癌は human papillomavirus（HPV）感染と

の関連性が解明され，高リスク群である 16型，18型

に対する有効な 2価ワクチンあるいは低リスク群であ

る 6型，11型を含む 4価ワクチンが開発された 2,3）．

本邦においても定期予防接種に加えられた時期もあっ

たが，ワクチン接種による重篤な副反応が社会問題と

なり，国からのワクチン接種に関する勧奨は現在停止

しているのが現状である 3,4）．事実，ワクチン接種だ

けでは，予防策としては不十分で，定期的な検診が重

要だと考えられている．欧米では検診率が 80%以上

であるのに対し，本邦の検診率は先進国で唯一 20～

40%と低迷している 5）．以上のことから，若年層の検

診率向上によって早期発見・早期治療が可能となり，

子宮頸癌発症予防および罹患率の低下に繋がることが

期待される．

　そこで，我々は子宮頸癌検診受診率の向上を目指し

た施策策定の資料として，若年者の子宮頸癌検診に関

する認識を明らかにすることを目的として，上記につ

いてどれほどの大学生が理解しているか調査により現

状を把握することとした．

Ⅱ．方法

　対象は国際医療福祉大学 福岡保健医療学部 医学検

査（MT）学科，理学療法（PT）学科，作業療法（OT）

学科，言語聴覚（ST）学科の 4学科に平成 26年度に

在籍した全学生 961人とした．ただし，MT学科は平

成 26年度には完成年度を迎えておらず 2年生までの

在学生を対象とした．

　調査は平成 26年 12月～平成 27年 1月に男性女性

共通の質問を 16問，さらに女性には 9問の質問を追

加した計 25問の質問票を用いて自記式集合調査を

行った．調査内容については，表 1に示す．男性女性

共通調査では，「性別・学科・年齢」，「HPV」，「子宮

頸癌検診」，「予防ワクチン」について質問した．女性

のみの調査では，「予防ワクチンの接種」，「検診クー

ポン券」，「子宮頸癌検診の経験および今後の意識」に

ついて質問した．

　なお，本調査は，国際医療福祉大学倫理委員会の承

認のもとに実施した（承認番号：14-Ifh-11）．

Ⅲ．結果

　No.1～ No.16の問いは男性女性共通調査である．

No.1～ No.3の問いより，804人の学生から回答を得

ることができた．調査対象は男性 435人，女性 526人

の総数 961人であり，回収率は男性で 79.8%，女性で

86.9%，合計では 83.7%であった．その内訳は，MT

学科 193人（男性 : 75人，女性 : 118人），PT学科

292人（男性 : 166人，女性 : 126人），OT学科 172人

（男性 : 73人，女性 : 99人），ST学科 147人（男性 : 

33人，女性 : 114人）である．また年齢別の内訳につ

いては表 2に示す．

　No.4～ No.7の問いにおいて，HPVについての理解

度を確認した．その結果を表 3に示す．全ての問いに

共通して，男性よりも女性の方が高い理解度を示した

ものの全体的に低い結果を示した．しかし，その中で

もMT学科は男性女性ともに他学科と比較して高い結

果が得られた．　

　No.8～ No.14の問いにおいて，子宮頸癌検診につ

いての理解度を確認した．その結果を表 4および図 1

に示す．本邦と欧米の子宮頸癌検診率について，その

違いを理解している学生は少なく，No.9の問いにお

いて，本邦の検診率の現状を示す「② 20～ 40%」と

回答した学生は，全学科を通じて男性女性ともに低く，

本邦においても 40%以上の検診率があると思ってい

る学生が 60%以上にのぼった．また，検診において

細胞診が利用されていることは，全体的に男性よりも

女性の方が理解度は高いものの，その方法を知ってい

ると回答した女性は 16.0%と低いものであった．学

科別では，MT学科は男性女性ともに他学科と比較し

て高い理解度を示しているが，MT学科であっても男
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性では 37.3%，女性では 36.4%，MT学科合計では

36.8%と決して高いと言える結果ではなかった．HPV

検査については全学科通じて，知っていると回答した

学生は 6.5%と低かった．本邦では，厚生労働省によ

り通常検診の第一選択として細胞診検査が推奨されて

いる 6）．しかし，細胞診検査と HPV検査の併用によっ

て浸潤癌の減少および医療費の削減に繋がった結果を

示している自治体もあるのが現状である 7）．そこで，

表 1　アンケート内容
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表 2　H26年度アンケート対象者年齢別内訳

表 3　 男性女性共通アンケート結果①（HPVについて） : No.4～ No.7において「はい」と回答した人数と
その割合
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検査内容や有用性についても認知度が低いことは推測

されるが，併用検診の有用性を学生に今後理解しても

らうためにも，現時点でどれくらいの学生が認識して

いるかを確認する必要があり，No.14の問いを設けた．

その結果，「①細胞診のみ」と回答した学生は，全学

科で 6.3%，男性では 7.5%，女性では 5.5%であった．

本邦では任意となる「④細胞診と HPV検査の併用」

と回答した学生は，全学科で 57.2%，男性では

46.7%，女性では 65.2% であり，検査方法は理解して

いないが，併用するのが良いと考える学生が多くみら

れた．

　No.15，No.16の問いにおいて，予防ワクチンにつ

いての理解度を確認した．その結果を図 2に示す．

No.15の問いにおいて，ワクチンの予防効果率につい

て「② 80～ 90%」と回答した学生が最も多かった．

No.16の問いにおいて，副反応の頻度についてインフ

ルエンザウイルスや日本脳炎ウイルス等の予防ワクチ

ンと比べて「①低い」，「②同じ程度」，「③やや高い」，

「④非常に高い」と回答した学生は，全学科でそれぞ

れ 16.7%，38.8%，33.0%，9.5%であり，④と回答し

た学生が非常に少なかった．

　No.17～ No.26は女性のみの調査である．No.17，

表 4　 男性女性共通アンケート結果②（子宮頸癌検診について）: No.8，No.11～ No.13において「はい」
と回答した人数とその割合
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No.18の問いにおいて，予防ワクチンの接種について

確認した．その結果を図 3に示す．予防ワクチンを接

種した学生は，全学科で 57.3%，学科別でみると，

MT学科 78.0%，PT学科 52.4%，OT学科 45.5%，ST

学科 51.8%であった．また，ワクチンを接種してい

ない学生に No.18においてワクチン接種をしていない

理由を問うたところ，「①副反応が心配」，「②忘れて

いた」，「③必要ない」，「④その他」と回答した学生は，

全学科でそれぞれ 29.7%，37.8%，8.1%，23.2%であり，

①・②と回答した学生が多かった．また，「④その他」

の理由として，「親に受けない方が良いと言われた」，

「いつどこで受けることができるのかわからない」，「意

識していなかった」，「お金が高い」，「接種の助成金対

象外だったから」といった意見が挙げられた．

　No.19，No.20の問いにおいて，検診クーポン券に

ついての理解度を確認した．その結果を表 5に示す．

クーポン券の存在を知らないため，20歳からクーポ

ン券がもらえることを知らない学生が多かった．

　No.21～ No.25の問いにおいて，子宮頸癌検診の経

験および今後の意識について確認した．その結果を表

5および図 4に示す．検診経験のある学生は非常に少

ないものの，それら学生は，今後も検診を続ける意識

が高かった．検診を受けたことのない学生に対して，

No.23においてその理由を問うたところ，「①検診年

図 1　男性女性共通アンケート結果③（子宮頸癌検診について） : No.9，No.10，No.14の設問における回答分布

図 2　男性女性共通アンケート結果④（予防ワクチンについて） : No.15，No.16の設問における回答分布
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図 3　女性のみのアンケート結果①（予防ワクチンの接種について） : No.17，No.18の設問における回答分布

表 5　 女性のみのアンケート結果②（検診クーポン券について，子宮頸癌検診の経験および今後の意識
について） : No.19～ No.22，No.24において「はい」と回答した人数とその割合

図 4　 女性のみのアンケート結果③（子宮頸癌検診の経験および今後の意識について） : No.23，No.25
の設問における回答分布
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齢に達していない」，「②忙しくて時間がない」，「③ど

こで受診して良いかわからない」，「④産婦人科へ行き

づらい」，「⑤どんな検査かわからず不安」と回答した

学生は，それぞれ全学科で 16.2%，21.5%，13.4%，

11.3%，22.5%であり，未回答が 19.1%であった．また，

検診年齢に達していない 19歳以下の学生の今後の意

識を No.24で確認したところ，検診を受ける意識を

持った学生は全学科で 32.1%であったが，未回答が

44.0%と非常に高かった．同様に検診年齢に達してい

るが，検診を受けたことのない学生に今後の意識を

No.25で確認したところ，「①検診を受けるところが

わかれば近いうちに行きたい」，「②今すぐは考えてい

ないが将来は行くつもり」，「③今後も検診を受ける気

持ちはない」と回答した学生は，それぞれ全学科で

11.6%，49.6%，6.0%であり，未回答が 32.8%と非常

に高かった．

Ⅳ．考察

　男性女性共通調査結果より，HPVと子宮頸癌との

関連性や検診について理解度が低いことが明らかと

なったが，その中でも，MT学科は他学科に比べて高

い理解度を示した．これまでに，本邦において本調査

同様に大学生の HPVと子宮頸癌に関する意識調査を

行った報告は少なく，さらに，本調査のように検診方

法などの理解度について調査した報告はない 8-10）．ま

た，我々が調べた限りでは，女性のみを対象とした調

査が多く，男性の理解度について調査した報告は平成

25年度に横浜市立大学の医学部以外の学部および関

東学院看護学部に入学した新入生を対象とした報告の

1報のみである 11）．したがって，本調査は医療系大学

に在籍する男性の HPVと子宮頸癌に関する知識と理

解度を図るための貴重な調査であると考える．これま

での報告の中でも，村澤らは看護系大学の 3年生と 4

年生を対象に調査しており，HPVと子宮頸癌の関係

について「良く知っている」と回答した学生は 55%

（72/130人）であったと報告している 8）．本調査と比

較するとMT学科は 2年生までしか在籍していないに

もかかわらず，看護系大学よりも高い理解度を示して

いるが，他学科の理解度はやはり低い結果となった．

このことから，同じ医療系大学・医療系学科であって

も，職種の違いからカリキュラムや講義内容等の違い

によるものと考えられる．MT学科でも理解度の低い

問いにおいては，2年次までのカリキュラムしか終え

ておらず，細胞診検査の詳細な演習内容については，

3年次に行うことから，理解力に欠けたものと考える．

MT学科の学生は，細胞診断検査学や病理学，病理検

査学等で HPVについてふれる機会は多くあるため，

カリキュラムを終えた段階でしっかりと学生が理解で

きるような講義を我々教員も目指す必要があると考え

る．他学科においては，カリキュラム上，HPVにふ

れる機会は少ないことが示唆される．したがって，医

療系大学に在学しているにもかかわらず，学生の

HPVへの理解度が低いことから，在学中に HPVにつ

いて十分に理解してもらうためにも大学の講義や講演

会で少しでも多く HPVや子宮頸癌検診等についてふ

れる機会を我々が提供する必要があると考えられる．

　現在，検診方法については様々な議論がなされてい

るが，本邦では細胞診のみが厚生労働省により推奨さ

れている 6）．米国がん協会，米国コルポスコピー・子

宮頸部病理学会および米国臨床病理学会が 2012年 3

月に子宮頸癌の予防および早期発見に関する新しいガ

イドラインを発行している．その中では，21～ 29歳

の女性は 3年ごとの細胞診単独検査，30～ 65歳の女

性については，HPV検査と細胞診の併用が推奨され

ている 12）．これは，細胞診に HPV検査を追加するこ

とで，細胞診単独の場合に比べて，子宮頸部前癌病変

の検出率が向上し，子宮頸部浸潤癌の発症率が減少す

るという報告に基づいたものであり，これが世界標準

になりつつある．しかし，本邦では子宮頸癌死亡率減

少効果の有無を判断する証拠が不十分であるために，

対策型検診として実施は勧められていないのが現状で

ある．また，HPVに感染していてもウイルス DNAが

宿主の DNAに組み込まれなければ発がんの機序は進

行しない 13）．HPV検査ではウイルスに感染している

かどうかはわかるが，DNAに組み込まれているかど

うかまでは判定できない．この点と併用検査による検
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出率向上の証拠が少ないことが，本邦における併用検

査の推奨の妨げになっていると考えられる．調査結果

より，細胞診と HPV検査を併用した方が良いと考え

る学生は多いが，その多くの学生が細胞診と HPV検

査について十分に理解していない．今後は，上記のこ

とをふまえて学生が検査方法まで理解したうえで，併

用検査が望ましいと回答できるように，我々教員が講

義や実習等で十分に説明する責任があると考えられ

る．

　子宮頸癌の予防ワクチンは，現在，本邦において 2

価（16型，18型）ワクチンであるサーバリックスと

4価（6型，11型，16型，18型）ワクチンであるガー

ダシルが使用されている．HPVには発がんに関わり

やすい高リスク群として 16，18，31，33，51，52型

など，発がんにあまり関わらないが尖圭コンジローマ

などの発症に関わる低リスク群の 6，11型など，合わ

せて 150種類以上の遺伝子型が存在する 14）．予防ワ

クチンの効果は，厚生労働省では新しいワクチンのた

めその予防効果は証明されていないとされているが，

子宮頸癌の 50～ 70%の原因とされている HPV 16型，

18型の感染や前癌病変を 90%以上予防したという報

告もある 15）．しかし，本邦では 16型，18型以外にも

上記に挙げる高リスク群の HPVが原因で発がんに至

る例も多く，実際の予防効果率 60%程度と予想され

ている 16）．また，HPVの関与しない子宮頸癌も存在

する 17）．さらに，子宮頸癌の予防ワクチンは副反応

が問題となっている．厚生労働省による現在の報告で

は，ワクチン接種による重篤な副反応の発生頻度は，

インフルエンザワクチンと比較して 22～ 52倍といわ

れており，非常に高いのが現状である．したがって，

定期的な細胞診は，癌になる前の前癌病変の状態で早

期発見・早期治療できるため，予防ワクチン接種より

も高い予防効果があるものと考える．

　次に女性のみの調査を通して，子宮頸癌検診に対す

る自意識が低いことが明らかになった．加えて，細胞

診検査に対する認識不足や不安，クーポン券の存在に

ついて知らないといった学生が多かった．松橋らの報

告によると，弘前大学に在籍する 20歳以上の女性を

対象とした調査では，クーポン券を認知している者は

42.7%（91/213人）であり，18～ 25歳で検診経験の

ある者は 8.3%（25/301人）で，そのうち 15名がクー

ポン券利用者であったことを報告している 18）．本調

査では，20歳未満の女性も対象に含まれるが，クー

ポン券の認知度は 9.8%，検診経験のある者は 6.3%と

非常に低い結果であった．本邦において若年者の検診

率が低い原因として，子宮頸癌の発症機序を十分理解

できず，自分には関係ないと思うことも要因と考えら

れる．この点は，医療系大学であっても同様の結果で

あったのは残念であるが，今後も医療系大学としての

全学生の意識改革を図るべく，環境の整備を行いなが

ら調査を継続する必要性があることが示唆された．ま

た，MT学科の学生を筆頭に啓発活動を行い，学内周

知に努める必要があると考える．今後の検診への意識

を問う質問では，将来的には検診を受ける意識は持っ

ている学生が多くいることがわかった．しかし，その

反面，未回答者も同じくらいに多く，いかにこれらの

学生の意識を検診へ導くかが今後の課題となった．ま

た，「忙しくて時間がない」，「どこで受診して良いか

わからない」，「産婦人科へ行きづらい」という意見が

多いことから，女性が検診を受けやすい環境を整える

ことが必須であり，行政への要望も必要であることが

考えられた．さらに，学内での啓発活動はもちろん，

学外での臨床衛生検査技師会や臨床細胞学会等の活動

にも積極的に参画を促すことも大事であると考える．

特に，臨床細胞学会では，毎年 4月 9日を「子宮の日」

と定め，「Love子宮プロジェクト」として，休日を利

用して全国的に細胞検査士が中心となって街頭に立ち

資料配布等の活動を行っている．学生もそこに参加し，

一緒になって活動することは，これからの若年者の検

診率の向上に大いに繋がることが期待される．さらに，

これらのデータを基に行政との協力体制を図ることも

視野に入れて今後活動していく必要があると考える．

Ⅴ．結論

　本調査を通して，国際医療福祉大学 福岡保健医療

学部に在籍する学生の HPVおよび子宮頸癌検診に関
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する知識および関心が非常に低いことが明らかとなっ

た．学科による差異はあるものの，全学科の知識およ

び関心をさらに高めるためにも，我々MT学科の教員

が在学生を対象とした講義や講演会を行っていく必要

があると強く実感した．

　今後は，本学部への入学生を対象に意識調査を行う

ことで，高校等における教育課程でどの程度の教育を

受けているか実態を把握する予定である．また，入学

生を対象に子宮頸癌検診の必要性を早期に啓発してい

く．さらに，国際医療福祉大学 福岡保健医療学部の

キャンパスがある大川市の検診率も 26.8%（平成 26

年度）と本邦の検診率と同様に低いことから，行政と

連携をとり大川市の検診の向上を目指す必要があると

考える．その中で，大川市においてボランティア活動

や講演会を計画するとともに，検診啓発文書も合わせ

て配布していく予定である．加えて，現在，本調査同

様に大川市で働く女性を対象とした意識調査を行い，

地域の検診率の実体把握も進めているところである．
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